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パート１

2040年問題と社会保障

2018年6月6日 社会保障審議会医療部会



2040年に何が起きるか？

2025年との比較をしてみよう
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2040年
2025年万人



団塊ジュニアが65歳以上
2040年

2025年
2040年

75歳以上

65歳以上

（1971～74年生まれ）
210万人

団塊世代（1947～49年生まれ）
270万人



2025年

2040年人口1.2億人
高齢化率30％ 人口1.1億人

高齢化率35％



・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により
医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議資料 （平成25年4月19日第9回
資料3－3 国際医療福祉大学高橋教授提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク
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中医協 総－２参考

２８.１２.１４より

2040年に高齢化のピークを
迎えるのは首都圏を始めと
した大都市圏





世界も注目する日本の高齢化
BBC英国放送協会の取材を受けました
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BBC特派員のルパートさん２０１８年１１月BBC英国放送協会が日本の高齢化の
特集取材ルパートさんの取材に来日



社会保障給付費
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GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



対GDP比はドイツに近く、世界に
類を見ない水準というわけではな
い

• 2018年6月6日、社会保
障審議会医療部会

• 「社会保障給付費が対
GDP対比が24％という
水準は今のドイツに近
く、フランスではもっ
と高い、世界に類を見
ない水準というわけで
はない」
• 伊原和人厚労省大臣官
房審議官（医療介護担
当）
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伊原和人氏
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問題は人口減
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就労人口
も2025年
から1000
万人減る



823万人
930万人

1070万人



2040年
就労人口の激減で、就業者数の

5人1人がヘルスケア分野
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２０４０年は医療・福祉が業界トップ

24



2040年問題のポイント

社会保障給付費はなんとかコントロールの範囲内

しかし就労人口減が最大の課題！
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２０４０年問題へ向けて

元気老人（健康寿命の延伸）、
ロボット、AI・ICT、

外国人労働者、女性の活躍
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パート２
医療提供体制と保険者







さてそもそも
国民医療費とは？

•国民医療費＝入院医療費＋外来医療費
•入院医療費＝1入院当たりの入院単価×
平均在院日数

•外来医療費＝1外来当たりの外来単価×
外来受診回数



1人あたりの老人医療費(入院）と
人口あたり病床数





病床の国際比較を
してみよう







なぜ日本の病床が
過剰となったのか？



オイル
ショック



１９７３年
の老人医療
費無料化



過剰な病床の適正化と
機能分化

保険者の役割とは？



保険者

高齢化によ
る受療増大

病床過剰に
よる供給過剰

２つの保険者機能



医療提供体制に関
与するのは法令で
定められた保険者

の責務















パート３
地域医療構想

病床の構造改革



地域医療介護一括法
（2014年）



社会保障制度改革国民会議
最終報告書（2013年8月6日）

最終報告が清家会長から安倍首相に手渡し



国民会議報告のポイント

•医療提供体制の見直し
•病床機能情報報告制度の早期導入
•病床機能の分化と連携の推進
•在宅医療の推進
•地域包括ケアシステムの推進
•医療職種の業務範囲の見直し
•総合診療医の養成と国民への周知



地域包括ケアシステム病床機能分化と連携
同時進行



地域医療・介護一括法成立可決（2014年6月18日）

基金の創設： 医療提供体制を見直す医療機関などに補助金を配るため
の基金を都道府県に創設（2014年度）

病床機能報告制度： 医療機関が機能ごとの病床数を報告する制度を導
入（2014年10月）

地域医療構想： 都道府県が「地域医療構想」を作り、提供体制を調整
（2015年4月）

医療事故を第三者機関に届けて出て、調査する仕組みを新設(2015年10
月）

「要支援」の人への通所・訪問看護サービスを市町村に移管(2015年4月から段階
的に）

一定の所得がある利用者の自己負担割合を1割から2割に引き上げ(2015年8月）

所得が低い施設入居者向けの食費・部屋代補助の対象を縮小(2015年8月）

所得が低い高齢者の保険料軽減を拡充(2015年4月）

特養への新規入居者を原則「要介護３以上」に限定(2015年4月）

医
療

介
護

(カッコ内は施行時期）

2014年6月18日
可決成立



2014年5月14 日衆院
厚生労働委員会で
強行採決！



強行採決の前日、５月１３日衆議院厚生労働委員会参考人招致
「地域包括ケアシステムにおける看護師・薬剤師の役割と課

題」



地域医療構想とは？

2025年へ向けて大きく変わる病床の姿







病床機能報告制度と地域医療構想
•報告項目

• 人員配置・医療機器等
• 医療機関が看護職数などの人員配置や医療機器などの設備につい
て、厚労省が整備するサーバーへ送る項目（病棟単位23項目、病
院単位22項目）

• 手術・処置件数等
• 手術件数や処置件数など、提供している医療の内容を「レセプト
情報・特定健診等情報データベース（NDB)」を活用して自動的に
集計する項目（81項目）

•地域医療構想（ビジョン）
• 病床機能の「今後の方向」は6年後の方向性

• 「地域医療構想（ビジョン）のためのガイドラインを策定する検
討会」で議論







地域医療構想策定ガイド
ライン等に関する検討会

座長：遠藤久夫・学習院大学経済学部長



地域医療構想策定
３つのステップ

①構想区域の設定

②構想区域における
医療需要の推計

③地域医療構想調整会議で
医療提供体制（必要病床数）

を協議



ステップ①
構想区域を設定する



ステップ②
医療需要を推計する

４つの医療機能区分ごとの

患者数を推計する



医療需要から
病床機能別病床数を推計

•地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会
（2014年10月31日）
• 1日当たりの「医療資源投入量」の多寡で医療需要（患
者数）を推計→病床機能別病床数を推計
• DPCデータとNDBから、患者に対する個別の診療行為を診療報
酬の出来高点数に換算して入院日数や入院継続患者の割合な
どと比較して医療資源投入量を算出

• 医療資源投入量（1日あたり入院医療費から入院基本料とリハ
を除いた出来高部分、医薬品、検査、手術、処置、画像な
ど）

• 医療資源投入量の高い段階から順に、高度急性期機能・急性
期機能・回復期機能・慢性期機能の4つの医療機能を位置付け
る









東京



２０１３年比２０２５年増減率（目標）

• ①１５％ 神奈川

• ②１１％ 大阪

• ③７％ 埼玉

• ④６％ 千葉

• ⑤５％ 東京、沖縄

• ⑥－１％ 京都

• ⑦－２％ 愛知

• ⑧－７％ 兵庫

• ⑨－８％ 奈良

• ⑩－１１％ 宮城

• －１２％ 北海道、

• 滋賀、福岡 （全国平均）

• －１５％ 栃木

• －１６％ 群馬

• －１８％ 長野、広島

• －１９％ 茨城、岐阜

• －２０％ 鳥取

• －２１％ 新潟、三重

• －２２％ 静岡

• －２３％ 山形、岡山、大分

• －２５％ 石川、山梨

• －２６％ 福井

• －２７％ 和歌山、香川、長崎

• －２８％ 青森、秋田、福島

• －２９％ 岩手

• －３０％ 島根、愛媛

• －３１％ 高知

• －３２％ 徳島

• －３３％ 富山、山口、佐賀、熊本、宮崎

• －３５％ 鹿児島



2025年までに最大20万床削減
在宅を30万人へ



医療が変わる

20世紀 21世紀

人口 増大・若者 減少・高齢化

疾患 単一疾患 複数疾患、退行性疾患

目標 治癒、救命 機能改善、生活支援

目的 治す医療 支える医療

場所 病院 地域

医療資源投入 多量 中等度



ステップ③
地域医療構想調整会議

①構想区域における病床の区分ごとの2025年の病床の必要量

②構想区域における2025年の居宅等における医療の必要量

③地域医療構想の達成に向けた病床の機能の分化および連携の推
進に関する事項



地域医療構想事例



事例
横須賀・三浦の地域医療構想を考える



「よこすか・みうらの地域医療構想を考
える」2016年7月15日（横須賀共済病院）



横須賀・三浦医療圏



横須賀・三浦の人口推移

７５歳以上



横須賀・三浦

神奈川県

地域医療情報システム（日本医師会）





病院情報局



横須賀・三浦
2025年の病床数の必要量

病床機能報告（厚労省）

6,122床5,325床
高度急性
期は6割減

へ

回復期は
５倍へ

722床

1,781床

1,913床
389床



横須賀・三浦
在宅医療等の必要量

在宅医療の必要量は療養病床の医療区分１の７０％、
一般病床の医療資源投入量１７５点未満の患者数が含まれている



２０２５年の近未来から
現在を見つめるバックキャステイング視点
を！

•バック・キャステイング



地域医療構想調整会議に
参加しよう！



パート４
先読み2020年診療報酬改定

中医協総会



7対１病床



中医協診療報酬調査専門組織
入院医療等の調査・評価分科会

入院医療分科会





入院医療分科会の課題

急性期病床(7対１）の見直し

地域包括ケア病棟、療養病床の見直し



入院医療のポイント
7対１入院基本料の見直し

看護師配置数と重症患者割合

（重症度、医療・看護必要度）

94





C

C

2016年改定



0

100

200

300

400

一般病棟入院基本料7対1の届出病床数の推移

千床

4.5万床

34.8万床
35.4万床

38.0万床

出典：厚生労働省 平成29年度第8回 入院医療等の調査・評価分科会
平成29年9月15日を改変



7対1入院基本料の届け出施設
に変化ないのは最大の課題

•「7対1入院基本料の
届出施設に大きな変
化がないのは、入院
料を検討していく中
で、最大の課題」

健康保険組合連合会理事の
幸野庄司氏



2020年改訂予測

•〇7対１は消える（適応の厳密化）？

•〇重症度、医療・看護必要度Ⅱに統一

（B項目がなくなる？）

•〇基本部分が看護師数のみの評価から多職
種評価になる？

•〇実績部分に再入院率が導入される？

•〇地域医療構想との関係で急性期機能の選
別が始まるだろう



診療報酬と
地域医療構想との関係で
急性期機能が選別される？







地域包括ケア病棟

病床機能区分の回復期の主流となる病棟



地域包括ケア病棟

•地域包括ケア病棟の役割・機能
•①急性期病床からの患者受け入れ

• 重症度・看護必要度

•②在宅等にいる患者の緊急時の受け入れ
• 二次救急病院の指定や在宅療養支援病院の届け出

•③在宅への復帰支援
• 在宅復帰率

• データ提出
• 亜急性期病床の果たす機能を継続的に把握する必要性を踏まえ、提供されてい
る医療内容に関するＤＰＣデータの提出





2017年7月21日 入院医療分科会
2017年8月24日 入院医療分科会

自宅からの患者については負
荷がかかることが確認できた。
何らかの評価を検討してもい

いのではないか
「地域包括ケア病棟は創
設当初の3つの機能を育
て行くことが大事だ



2738点

・自宅からの入院患
者割合10％以上
・自宅からの緊急患
者受け入れ件数3カ月
で3人以上

2558点
180点
アップ

2338点

2038点



どうなる地域包括ケア病棟？

•実績要件の見直しか？
• 入院料１、３の自宅からの入院要件、看取り指
針が入院料2，4にも拡大？

• 在宅医療等の提供要件（以下の4項目のうち2つ
以上）
• ①訪問診療
• ②訪問看護
• ③開放型病床の共同指導
• ④同一敷地内での訪問介護、訪問看護、訪問リハビ
リ

• 在宅医療等の提供件は2項目から3項目以上へ拡
大か？



地域包括ケア病棟
2191病院、73,832 床（2018年6月）

■地域包括ケア1 ■地域包括ケア2 ■地域包括ケア3 ■地域包括ケア4
（日本アルトマーク調べ）



地域包括ケア病棟
一般病床からの転換9割、療養からの転嫁1割

日本アルトマーク調べ



都道府県別地域包括ケア病棟

福岡

兵庫

大阪
東京

宮城



地域包括ケア病棟ウェブセミナー
（2019年1月21日）

療養病床から６０床の
地ケア病棟への転換で、

入院単価
６８０点アップ

一般病床４９床を地
ケア病棟に転換、近
隣の病院との連携協
定でポストアキュー

トの受け入れ

野瀬病院（神戸）
（９０床）
野瀬範久院長

JCHO東京高輪病院
（２３９床）
木村健二郎院長

国際医療福祉大学
武藤正樹



療養病床の在り方等に関する検討会

2015年7月10月
医政局、老健局、保険局合同開催

療養病床問題





１９７３年
の老人医療
費無料化



2017年度末までに廃止

14万床



介護医療院の創設
介護療養病床、25対１療養病床から

介護医療院への移行



介護医療院





介護医療院の促進加算

•【移行定着支援加算】93単位/日
• 介護医療院の療養環境や医療必要度に応じて加算の
メリハリをつける

• ただし最初の3年の中で、転換後１年のみ。

• 3年目からは、一般病床からの転換や新設も認
める？ただし、介護施設の総量規制の中

•療養病床２の1への一本化で、療養病床2から介
護医療院への転換を促す

•従来の介護療養病床の基本報酬は適正化？

•介護医療院が老健、特養に与えるインパクト大



介護医療院の推移

2018年 2018年
2018年12月

113施設
7414床

150施設
10028床

2019年3月

223施設
14444床

2019年6月



介護医療院

療養室 食堂兼談話室・レクリエーションルーム

かしま病院介護医療院（2018年10月1日）
福島県いわき市



介護医療院は
究極の医療と介護の連携



今日の授
業の参考
図書



今日のまとめ

・2040年問題に注目しよう！
金は何とかなっても、働き手もいない世界

・医療提供体制に関わるのは
法令で定められた保険者の責務

・地域医療構想は日本の病床の構造改革

・7対１病床、地域包括ケア病棟、療養病床問題に
注目しよう。



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開し
ております。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェース
ブックで
「お友達募
集」をして
います

PTXX-170623-001

http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

